
1 はじめに  

1.1 背景 

	
 2011年3月の東日本大震災に起因する電力危機によ
り，我々は電力需要の削減という課題に直面した．そ
のようななか，我々は省エネ活動に取り組んできた．
しかし，ただ需要を削減すればよいわけではなく，省
エネ行動を行なうことで日常生活を損なってはならな
い．つまり，効率的な電力利用が必要となる．しかし
ながら，現状，我々は自らの行動が生む省エネ効果や，
一方で作業効率の低下など日常生活に対する悪影響を
深く理解しないまま，ただ漠然と省エネ行動に取り組
んでいると言える．したがって，電力の効率利用が達
成できているとは言いがたい．こういった問題に対し
て，生活の中での消費電力を定量的に示すことが重要
となる．	
 
	
 また，本研究が対象とするオフィスビルや工場を含
む業務部門の電力需要は社会全体での需要の半数以上
を占めていると言われている 1)．従って，この業務部
門の電力利用を削減することは，社会全体での電力需
給削減に大いに繋がると考えられる．そして，近年こ
の業務部門の領域を対象に効率利用を目的としたシス
テムとして BEMS(Building Energy Management System)
が注目を集めている．	
 

1.2 BEMSとは	
 

	
 BEMSとは，ビル内でのエネルギー効率利用化を図
るシステムである．具体的には，センサリング技術を
用いたビル全体での空調や照明といったエネルギー設
備を利用状況の一元的監視や，そのときの需要予測に
応じた設備の自動制御を可能にするシステムである．
2)	
 
	
 こういったビル管理システムが導入されていないビ

ルでも 2009 年の「エネルギー使用の合理化に関する法
律」で，事業所ではなく事業者単位での規制が行なわ
れるようになり，BEMS導入に動きは複数事業所を所
有する事業者を中心に高まってきている．そして，既
述の震災の影響もあり，今後さらにこの BEMSに対す
るニーズが高まることが予想される．	
 
	
 このニーズの高まりに対して，電力会社や大手メー
カーを中心に BEMS の開発競争が加速している．	
 3)4)．
しかし，現在開発されているシステムが提供するサー
ビスの多くは，デマンドリアルタイム予測や監視によ
る設備の自動制御のサービスといったトップダウンな
ものであり，ビル管理者や従事者が自律的にマネジメ
ントできるようなシステムは少ない．そこで本研究で
は，従事者や管理者がエネルギーの管理や設備の運用
を検討できるようなシステムの構築を行う．	
 

1.3 企業における会計処理の現状	
 

	
 企業経営を行なう際に，経営において発生した取引
はすべて複式簿記で記述された財務諸表として記録さ
れる．この財務諸表が取引のなどを明確にし，効率的
な運用を可能にする．エネルギーについてもこういっ
た会計的な取り扱いが必要であると考える．しかし，
現在エネルギーについては会計的な記述が行なわれて
おらず，これでは管理者は自律的にエネルギーを管理
することは不可能である．	
 
	
 エネルギー利用に関しては，会計的な扱いは行なわ
れていないのが現状である．現に企業の財務諸表のひ
とつである合計残高試算表[Table.1]を見ても，電力や
水道といったエネルギーの利用に関しては，水道光熱
費という勘定科目にまとめて計上され，非常に雑駁な
表現しかなされていない．	
 

	
 これでは，エネルギーがどういった用途に利用されて

いるのか明確にならず，利用状況の無駄を把握するこ

とも難しい．また利用したエネルギーがどのようなエ
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ネルギーかも明記されていない．例えば，利用電力の

うち自家発電による電力と蓄積電力がどの程度を占め

るのかという記述もなされていない．これでは発電装

置や蓄電池を導入したとしても，適切な運用は困難で

ある．従って，これらの問題を解決するためにエネル

ギー利用の会計処理を可能にするシステムの構築を本

研究の目的とする．	
 	
 

Table.1:合計残高試算表	
 

	
 

1.4 本研究の目的	
 

	
 本研究では，エネルギー会計を用いた新たなシミュ
レーションシステム BEMS2(Building Energy Manage-
ment System Simulation)を構築・提案する．この BEMS2
は以下の 2つを実現する．	
 
	
 まず，エネルギー体系を会計的に記述したエネルギ
ー利用に関する財務諸表を作成することである．本研
究では，エネルギーの利用，発生，蓄積，売買などを
エネルギーイベントと呼ぶ．これらのエネルギーイベ
ントにおいて発生するデータを代数的に記述する．そ
して，代数構造をもったデータを集計することで，エ
ネルギー利用についての貸借対照表や損益計算書とい
った財務諸表を作成する．これらの財務諸表の作成に
よって，ビル管理者は，省エネ設備の投資や運用とい
った戦略に対して,	
 コストも考慮に入れたエネルギー
の収支を分析することが可能になる．	
 	
 
	
 そして，次に処理されたエネルギーイベントデータ
をもとに，オフィス全体，または各領域単位でのエネ
ルギー利用状況の見える化を行なう．また，見える化
に関しても，消費電力の時系列変化のみならず，従事
者がどのような設備に電力を消費しているか，また，
どのような行動に対して電力を消費したかといった複
数視点からの見える化である．その結果，エネルギー
利用戦略について，それぞれのメリットやデメリット
を様々な評価軸で分析することが可能になり，管理者
は自社の選好に見合ったエネルギー利用戦略を検討・
立案できるようになると考えられる．	
 
	
 このように，本研究では従事者や管理者といったシ
ステムのユーザーが各人の選好に基づき，自律的に理
想の運用方法をデザインできるような枠組みとして，
BEMS2 を構築する．	
 

2 方法論	
 

2.1 先行事例	
 

	
 エネルギー利用効率化に用いられるものとして，ス
マートメーターが知られている．スマートメーターは，
通信機能を備えた自動検針器であり，需要家と電力会
社の間で電力の使用量などのデータをやり取りし，そ
のデータに基づき設備の自動制御など可能にするもの
である．このスマートメーターで計測した電力の利用
状況を可視化する際に重要になってくるのが，データ
転送技術である．従来利用されているデータ転送技術
として，データを送信(Publish)し，送信されたデータ
の受信(Subscribe)を行なう MQTT プロトコルが IBMに
より開発されている．さらにMQTTを実装したスマー
トメーターの実際のビルでの実証実験も行なわれてい
る[4]．しかし，この実証実験は電力利用状況の見える
化にとどまっており，経営面からエネルギー利用最適
化といった応用はなされていない．	
 	
 

2.2 エージェントベースモデリングの適用	
 

	
 本研究では，オフィス内での従事者の行動と設備利
用の意思決定をモデル化するためにエージェントベー
スモデリングを適用する．エージェントベースモデリ
ングとは，エージェントと呼ばれる主体がそれぞれ意
思決定を行い，自律的に振る舞い，その振る舞いとそ
れによって生まれる全体の振る舞いを分析することを
目的とした手法である．従事者の行動をエージェント
ベースモデリングで表現することにより，オフィス全
体の電力利用状況を再現できるだけでなく，各従事者
がどのような行動をとり，その行動の中でどのような
電力消費を行なったかが追跡可能になると考えられる．	
 

2.3 エネルギー会計について	
 

	
 オフィスにおいて従事者は状況に応じて照明や空調
設備，ラップトップコンピュータといった電子機器を
利用し，電力を消費する．また，ビル管理者は電力を
購入したり，太陽光発電を行なったり，蓄積電力の余
剰分を利用したり，さまざまな方法で利用電力をまか
なう．それぞれのエネルギーイベントが発生時に，利
用時間やどういった行動に利用されたのか，電力のま
かない方などを明確にしたデータを生成する．本研究
では，	
 このエネルギーイベントデータを Fig.１のよう
な代数的な構造を持つデータとして生成する．	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

Fig.1:代数型データの生成	
 
	
 

合計残高試算表	
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 ここで生成された既述のデータは，部屋やフロア，
ビルごとに収集される．収集されたデータは，各収集
元の単位ごとに集計され，エネルギー利用に関する貸
借対照表や損益計算書といった財務諸表を作成する．
本研究では，これらの財務諸表をもとに，各従事者や
管理者のエネルギー利用について経営戦略の提案・分
析を行なうことが可能になる．この一連のデータ記
述・処理の方法をエネルギー会計 5)と呼ぶ．このエネ
ルギー会計を用いることで，エネルギーイベントデー
タを設備の利用機能，従事者の行動といったような
様々な視点から見たデータに変換が可能になる．	
 	
 

2.4 Pub Sub Calcスキームについて 

	
 2.1.でも述べたように，先行事例では，MQTT と呼ば
れるプロトコルが利用されている．このプロトコルで
は，データの送信(Publish)と受信(Subscribe)のみが行
なわれている．したがって，見える化以上のサービス
が提供できないでいる．	
 
	
 一方で，出口 5)は転送されたデータに集計
(Calculation)のノードを組み込んだ Pub-Sub-Calc スキ
ームという新たな枠組みを提唱している．この枠組み
は転送されたデータを計算処理し，会計的に記述する
ことが可能になるため，BEMSの経営戦略への応用に
非常に適していると考えられる．そこで本研究で構築
するシステムのデータ処理においては，この概念を採
用する．	
 この概念を用いた BEMS2 におけるデータの流
れを Fig.2に示す．	
 
	
 
	
 
	
 
	
 

	
 

 

 

 

 

 

 

	
 

Fig.2:生成されたデータの流れ	
 
	
 

2.5 本研究の新規性	
 

	
 本研究が提案するシステムを用いることで，先行事
例と比較して以下の新規性が考えられる．	
 
	
 実際の行動データに基づき，エージェントベースア
プローチを適用することで従来行なわれてこなかった，
行為に対する電力利用状況の見える化が実現する．そ
して，従事者がそれぞれの行動を追跡し，電力利用の
無駄を議論し，自律的な電力の効率利用を可能にする．	
 
	
 また，エネルギー会計を用いることで，電力の利用
用途も勘定科目とするエネルギー勘定元帳を作成する．
これによりオフィス全体でどのような電力利用がなさ
れているか明確になる．さらに，最終的な財務諸表と
してエネルギー損益計算書を作成する．残高試算表の
作成で，購入電力，発電，蓄積余剰分，それぞれの電
力をどの程度利用しているかが会計的に明示されるた

め，発電装置や省エネ設備の運用方法について戦略的
な分析が可能になる．結果として，BEMS2 はビル管理
者のエネルギー利用計画の立案を支援することが可能
であると考えられる．	
 

3 シミュレーションモデル	
 

	
 本研究では，オフィス内での電力利用や省エネ設備
の投資・運用について見える化を行なった．そこで構
築したシミュレーションモデルについて説明する．本
モデルは大きく分けて 2つのモジュールから成り立つ．
一つ目は，オフィス内における従事者の行動と電子機
器の利用の意思決定を表現したモデルである．もう一
つは，従事者の行動の中で発生したエネルギーイベン
トデータを加工し，見える化を行なう出力部分である．	
 
	
 なお，従事者の行動部分のモデル構築にあたっては，
社会シミュレーション言語：SOARS を用いて構築した．
また，代数構造をもったエネルギーイベントの処理に
ついては Falconseed を利用した．	
 

3.1 モデルの定義	
 

	
 エージェントベースモデリングでは，個々のエージ
ェントの設計と，エージェントが行動や意思決定を行
なう場の設計が必要となる．本研究で構築するモデル
では，従事者をエージェント，行動する部屋やそれを
構成する領域といったものを場として定義する．ここ
ではエージェントと場について説明し，定義する．	
 

3.1.1 オフィスビルの定義	
 

	
 本モデルでは，オフィスビルを大学や企業における
自社ビルなど一社管理のビルと定義した．ここではオ
フィス内の空間構造について説明する．オフィス内は
複数のフロアが存在し，各フロアには部屋が存在する．
さらに，それぞれの部屋は生活空間として領域に分類
されている．本モデルでは，従事者の行動に着目する
ため，これらの領域を個人のデスクが存在する作業領
域，会議室などの共同作業領域，休憩領域に分類する．
この全体の包含関係を階層構造で表現する．	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

Fig.3:オフィスビルの階層構造	
 
 
3.1.2 配置設備の定義	
 
	
 次にオフィス内に配置された設備について説明する．
本モデルでは，設備として以下の 7種類(Table.2)の設
備を定義する．それぞれの設備を機能別に以下の 4種
類に分類する．これらの配置設備はそれぞれ消費電力
をもち，その値に従って消費に関するエネルギーイベ
ントデータを生成する． 
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Table.2:配置設備の機能分類	
 
	
 

機能名	
 設備名	
 

照明機能	
 照明	
 

空調機能	
 空調	
 

事務機能	
 

ラップトップコンピュータ	
 

プリンタ	
 

プロジェクタ	
 

調理機能	
 
電子レンジ	
 

湯沸かし器	
 

	
 

3.1.3 オフィス内の意思決定主体の定義	
 

	
 本モデルでの意思決定主体として従事者が存在する．
ここでは，従事者と行動と意思決定について説明する．	
 
	
 まず，従事者は，オフィス内で個人作業や他の従事
者との共同作業，休憩などを行う．そして，それぞれ
の行動の中で必要となる設備の利用を行なう．本モデ
ルでは，各従事者に対して，オフィスに出入りする出
退勤時刻や各行動を行なう頻度，さらに各配置設備を
利用する頻度といった要素を設定する．これらをもと
に，各従事者のオフィス内での行動を表現する．要素
の詳細な定義については，3.3.2.で説明する． 
3.2 詳細設計	
 

3.2.1 オフィス内の空間設計	
 

	
 本モデルでは，オフィスビルの階層構造を以下のよ
うに定義する．オフィスの階数 m∈Nとし，そのフロ
アの集合を Floor = {fi|i = 1,2,…,m}と定義する．ビルに
フロアの集合を包含する形で配置する．次に，x 階に
ある部屋を Rxとすると，部屋の集合 Room = {Rx|x∈
Floor}と与えられる．フロア xにある部屋数を rf(x) ∈
Nとすると，その各フロアに部屋数を割り当てる関数
は rf:Floor→Nである． 
	
 また，各部屋は領域に細分化されるので，部屋 xの
領域を Ax とすると，領域の集合は Area = {Ax|x∈
Room}と表される． 
	
 このように決定される変数，フロア数 fm，部屋数 rm
フロア当たりの部屋数 rfに従ってオフィスビルの構造
が定まる．	
 

3.2.2 配置設備の設計	
 

	
 従事者が利用する設備は，照明集合 Light = {Li|i=1,2,
…,nl}，空調集合 Air Conditioner = {Aj|j=1,2,…,na}，プ
リンタ集合 Printer = {PTk|k=1,2,…,npt}，プロジェクタ
集合 Projecter = {PJl|l=1,2,…,npj}，電子レンジ Oven = 
{Op|p=1,2,…,no}，湯沸かし器Water Heater = {Wq|q=1,2,
… ,nw}，ラップトップコンピュータ集合 PC = 
{PCr|r=1,2,…,npc}で構成される．ラップトップを除く
設備はすべて領域に配置される設備であるので，それ
ぞれが配置される領域を la(li)∈Area, ca(Aj)∈Area, 
pta(PTk)∈Area, pja(PJl)∈Area, oa(Op)∈Area, wa(Wq)∈
Areaを保持する．ここで，照明，空調，プリンタ，プ
ロジェクタ，テレビ，電子レンジ，湯沸かし器に配置
される領域を割り当てる関数はそれぞれ lc:Light→
Area，ca :Air conditioner→Area，pta:Projecter→Area，
pja:Projector→Area，oa:Oven→Area，wa:Water Heater
→Area，である． 

	
 そして，ラップトップは従事者に結びつけられる設
備なので，従事者集合 Employee = {Ei|i=1,2,…,n}として，
それぞれのラップトップは所有主である従事者
pe(PCr)∈Employeeを保持する．各ラップトップに所有
する従事者を割り当てる関数は，pe:PC→Employee で
ある．	
 

3.2.3 従事者の行動モデル	
 

	
 従事者数 i∈N の従事者集合 Employee = {Ei|i=1,2,
…,n}と定義し，それぞれの従事者に対して，個人作業
領域 wa(ei)∈Area，共同作業領域 sa(ei)∈Area，休憩領
域 ra(ei)∈Areaを保持する．それぞれ目的に応じた領域
を割り当てる関数は，wa:Emplyee→Area，sa:Emplyee
→Area，ra:Emplyee→Areaである． 
	
 また，時間集合 Tとして，各従事者は出勤時刻 st(ei)
∈T，退勤時刻 ft(ei)∈T を保持し，出勤時刻で個人作
業領域へ移動し，退勤時刻にオフィスを出る．  
	
 また，会議などの共同作業時間 mtg(ei)∈Tと休憩時
間 rt(ei)∈Tを保持し，共同作業時間に共同作業領域に
移動する． 
	
 さらに各従事者はそれぞれの設備に対してその利用
する確率を保持している．この設備の利用確率は，Ei
∈Employee，fi∈Facilityとすると，uf(Ei,fi)∈Rと定義
できる．uf: Employee×Facility→Rは従事者と設備の組
み合わせに対してその利用確率を割り当てる関数であ
る．	
 	
 

	
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
	
 

	
 

	
 

Fig.4:従事者の行動フローチャート	
 
 

3.3	
 	
 出力について 

	
 本節では,本モデルが実現するオフィス内での電 力
利用状況の見える化について説明する. 
3.3.1	
 エネルギー会計報告書 
	
 本モデルでは，各勘定科目についてその流入と流出
を分類して記述する勘定元帳の概念をエネルギー利用
に適用し，エネルギー勘定元帳が作成される．扱う勘
定科目として現金，電力，光熱費に加え，従来では表
現されなかった照明機能，空調機能，事務機能，調理
機能などの電力の利用機能も勘定元帳として扱い，各
勘定科目に関する収支を明らかにされる．	
 
	
 また，本モデルでは１日を 3時間ごと 8つの時間帯
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に区分することで会計期間とし，各会計期間における
エネルギー試算表が作成される．そして，作成された
試算表をもとに各時間帯の期首と期末における貸借対
照表が作成される．また，損益計算書の作成も行われ
る．本モデルで貸借対照表や損益計算書といった財務
諸表は，ビル全体で作成されるだけでなく，領域単位
でも作成されるため，それぞれの領域における電力利
用の運用計画の立案が可能になる．	
 	
 

3.3.2	
 電力利用状況の見える化	
 

	
 本モデルでは,表 2に示した設備の機能分類に従い，
消費電力の利用機能別の内訳を表した積み上げグラフ
が作成される．また，利用機能別の消費電力の他に，
電力利用を従事者の行為で分類し,想定するオフィス
内でどのような行動に電力が利用されているか,その
状況を見える化する積み上げグラフも作成される.分
類する従事者の行為として,個人作業,共同作業,休憩
に分類される．これらの見える化についても，オフィ
ス全体，及び領域単位での見える化が行なわれるため，
エネルギー戦略シナリオを導入することにより，各領
域で機能や行動ごとの消費電力がどのように変化する
か目で見て比較，評価することが可能になる．	
 	
 

4 モデルの適用 
	
 本研究では，オフィスの事例として東京工業大学出
口研究室を挙げ，実際の生活特性データをもとに従事
者を再現し，モデルを適用する．そして，現状の分析
を行い，研究室の抱える問題に対する改善シナリオ導
入し，それぞれの効果について議論していく． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Fig.5:行動調査アンケート 
 

4.1 パラメータ設定 
	
 今回モデルを適用する際に，オフィスの構造や配置
設備の消費電力，ならびに従事者の出勤時間など行動
に関するパラメータを現実に則したもので設定した． 
	
 まず，オフィスの構造として，1 フロア，2 部屋の
空間で研究室を設定し，2部屋の空間を 4つの領域に

分類して生活空間を表す． 
	
 次に，消費電力については実際に電力計測器を用い
て計測を行なった実データに基づいている．空調の消
費電力については，設定温度と外気温の差に比例する
ように設定した．  
	
 最後に，従事者の生活パターンについては，研究室
内で実際にどのように行動を行なっているかをアンケ
ート調査し，それに基づき設定した．実施したアンケ
ート調査としては，以下の 2種類である．一つ目は出
退勤時間や滞在エリアなどの調査を目的とした行動調
査である．もう一つは各人がどの程度の頻度で設備の
利用を行なうかの調査を目的とした設備利用調査であ
る． 
	
 以上のアンケートを所属する教員・学生，計 16 名
を対象に 5日間行い，そこから得られたパラメータを
保持する従事者エージェントとした． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Fig.6:設備利用状況調査 
 
4.2  現状分析 
	
 本研究では，エネルギー戦略シナリオを導入しない，
通常の研究室生活を表したものをベースシナリオとし
て扱う．本研究のシミュレーションでは，期間内に生
成されるエネルギーイベントデータは代数構造をもっ
た形式で生成される．ここでは，ベースシナリオにお
いて出力されたデータを一部抜粋し Table.2に示す．
そして，Table.2 に示した出力データを加工すること
で，利用機能別の電力利用状況の見える化グラフとが
作成される[Fig.7]．さらに，エネルギー会計のデータ
処理を用いることで，出力された利用機能単位の出力
データを，従事者の行動別の視点で見たデータ
[Table.3]に変換される．このデータを用いて行動別の
利用状況の見える化を行う[Fig.8]． 
	
 まず，このグラフから一般にピークタイムとされて
いる 13時から 16時に消費電力のピークを迎えている
ことがわかる． また，次に Fig.8の従事者の行動に着
目したグラフに目をやると，ピークタイム内に行なわ
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れる共同作業時間により，2 部屋分での電力利用が起
こっていることがピークを生む原因になったと考えら
れる．次節以降では，このピークタイムの消費電力の
カットを目的としたエネルギー戦略シナリオについて
検討し，その効果について議論していく．  
 

Table.2:利用機能別の出力データ(一部抜粋)	
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Fig.7:機能別利用状況(ベースシナリオ) 
 

Table.3:行動別の出力データ(一部抜粋) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

Fig.8:行動別利用状況(ベースシナリオ) 
 

5 シナリオ 
	
 本節では，4.2 の現状の問題としてあげられるピー
クタイムの消費電力に対して，改善を目的とした省エ
ネ対策シナリオを提案し，その効果について議論して
いく．本研究では，照明に対する投資に関するシナリ
オと従事者の行動に対するタイムシフトを行うシナリ

オの 2種類を扱う． 
5.1 照明設備の投資を行うケース 
	
 まず，領域全体で利用する照明のほかに，出勤して
いる従事者のみが利用できる個人デスク用の照明設備
の導入し，運用するシナリオを考える． 
	
 個人照明は各従事者に結びつけられるので, 従事者
Employee = {Ei|i=1,2,…,n}に対して，従事者数分の個人
照明集合 Personal Light = {PLj|j=1,2,…,n}を定義する．
それぞれの個人照明は所有主である従事者 le(PLj)∈
Employeeを保持する．各個人照明に所有する従事者を
割り当てる関数は，le:Personal Light→Employeeである． 
	
 これらの運用方法として，ピークタイムを含む日中
(9時から 17時)に個人用照明を利用し，該当時間外は，
領域照明と個人照明の併用を行なうシナリオである．
このシナリオをシナリオ 1と定義する． 

5.2 従事者の行動を制御するケース 
	
 次に，従事者の行動をシフトさせる省エネシナリオ
として，ピークタイム消費電力の増加の直接の原因と
なっている共同作業時間をシフトするシナリオを考え
る．ここでは，消費電力のピークタイムシフトを目的
にピークタイム外での共同作業を推奨するシナリオを
検討する． 
	
 会議禁止時間帯を定め，該当時間外のみで会議を行
なうように行動をシフトするシナリオである．本研究
では，一例として，13時から 16時の時間帯を会議禁
止時間と定義し，シナリオを導入する．以後，このシ
ナリオをシナリオ 2として比較を行なう． 
5.3シナリオ分析	
 

5.3.1 ピークタイム電力 
	
 本節では，導入するエネルギー戦略の目的であるピ
ークタイムの消費電力に着目し，シナリオを比較，評
価していく．今回は，各シナリオについて代表的なケ
ースを取り上げ，議論していく． 
	
 まず，シナリオ 1における利用機能別の消費電力の
推移を Fig.9に示す．ベースシナリオの Fig.7のケース
と比較し，ピーク時の照明に対する消費電力が 34%削
減できている．これは，個人用の照明を導入すること
で，ピーク時に出勤している従事者のみが各人の分の
みを効率的に利用することで削減できたものであると
考えられる．しかしながら，ピークタイムの消費電力
自体は 5.6%の削減にしかいたらなかった．これは，全
体に占める照明機能の内訳が少ないことから効果が少
なかったものと考えられる．  
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Fig.9:機能別利用状況(シナリオ 1) 

160 NO_HAT Lighting_service Wh 13:00 Area1 
160 NO_HAT Lighting_service Wh 13:00 Area4 
372 NO_HAT AC_service Wh 13:00 Area1 
432 NO_HAT AC_service Wh 13:00 Area4 
140 NO_HAT Work_service Wh 13:00 Area1 
100 NO_HAT Work_service Wh 13:00 Area4 

160 NO_HAT Personal_work Wh 13:00 Area1 
160 NO_HAT Common_work Wh 13:00 Area4 
372 NO_HAT Personal_work Wh 13:00 Area1 
432 NO_HAT Common_work Wh 13:00 Area4 
140 NO_HAT Personal_work Wh 13:00 Area1 
100 NO_HAT Common_work Wh 13:00 Area4 
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 次に，シナリオ 2における機能別の消費電力の推移
を Fig.10 に示す．ベースシナリオの Fig.7 のケースと
比較し，このシナリオではピークタイムにおける消費
電力がカットされ，消費電力の山場を 16 時台にシフ
トできたことがわかる．ピークタイム全体での消費電
力の削減量は 21%に至った．このことからピークタイ
ムシフトを行なうのに大いに効果があると考えられる． 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

Fig.10:機能別利用状況(シナリオ 2) 
5.3.2  領域別の消費電力 
	
 本研究では，領域や行動といった様々な報告から電
力の見える化を行なってきた．5.3.1では，ピークタイ
ム電力という観点からシナリオの効果について議論し
てきたが，本節では，領域単位での電力消費に着目し
たシナリオの評価も行う． 
	
 まず，各シナリオの領域 1における機能別消費電力
のグラフを示す．シナリオ 1においては，個人用照明
の導入によって個人作業領域となる領域 1での照明機
能に対する消費電力で 27%の削減を実現した．しかし
ながら，これはあまり大きな効果とは言えず，従事者
の行動の不確実性も考慮に入れると，導入前に比べて
より照明に電力を消費するケースも存在した． 
 
 
 
 
 
 
 
 

Fig.11:機能別利用状況(ベースシナリオ)	
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Fig.12:機能別利用状況(シナリオ 1) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

Fig.13:機能別利用状況(シナリオ 2 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Fig.14:行動別利用状況(ベースシナリオ) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Fig.15:行動別利用状況(シナリオ 1) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Fig.16:行動別利用状況(シナリオ 2) 
 
5.3.3 ピークシフトによるトレードオフ 
	
 また，従事者の行動に着目した観点でも導入したシ
ナリオについて考えたい．ここでは，組織として確保
できた共同作業時間について述べる．シナリオ 1につ
いては，人の行動に介入しないシナリオであることか
ら共有作業はベースのシナリオと同等の時間を確保で
きるケースも多く見られた． 
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 しかしながら，シナリオ 2についてはピークタイム
外での共同作業が原則となるため，最大で 4時間確保
されていた一日の共同作業時間は最大でも 2時間しか
確保できなくなる．この共同作業時間の減少は，行動
シフトのシナリオの大きな課題であると考えられる． 
5.4 まとめ 
	
 本研究では，ピークタイムの消費電力の他にも，従
事者の行動や各エリアの利用状況といった評価軸から
もシナリオの効果の比較が可能となった．そして，他
の評価軸で分析するなかで，それぞれのシナリオのデ
メリットも明確にすることが出来た．  
	
 本モデルを利用することで，こういった別指標から
のデメリットも考慮に入れた上で，それぞれ管理者の
選好に適した新たなシナリオの検討，議論することが
可能になると考えられる．  
6	
 	
 結論と今後の展望	
 
	
 本研究では，オフィス内の従事者の行動をモデル化
し，モデル内での行動をもとに発生したデータをエネ
ルギー会計処理することでエネルギー利用に関する財
務諸表の作成，ならびに多様な視点からの見える化を
可能にするシステム BEMS2 を提案した．そして，本研
究では大学研究室での電力利用を例にとり，BEMS2 を
適用した．その結果，現状の見える化，ピークタイム
の消費電力に対して削減，シフトを目的としたシナリ
オを導入し，その効果を分析した．そして，ピークタ
イムシフトに関して共同作業時間を変化させる行動シ
フトのシナリオに効果があることが示せた．ピーク時
に共有作業に利用される電力をシフトできたが，一方
でピーク時に個人作業領域に電力使用が集中すること
問題を示せた．また，行動を制御することで組織とし
て共同作業時間の確保が困難になることが示せた．	
 	
 
	
 今後の課題としては，以下が挙げられる．今回は，
現状を表したものとして発電や蓄電といったエネルギ
ーイベントが存在しなったため，財務諸表の有用性を
示すことができなかった．共同作業時間のロスといっ
た，ピークタイムシフトの裏で失うコストを考慮しな
がらも行なえる蓄電池導入によるピークタイムシフト
シナリオの導入を検討している．そして，BEMS2 によ
って作成される財務諸表を，こういった設備の導入に
関してナリオの効果分析に適用していく予定である．	
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